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○鹿部町商工業振興事業補助金交付要綱 

 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、鹿部町産業振興基本条例(平成29年条例第12号。以下「条例」という。)

に基づく鹿部町内における地域経済の活性化を図るため、事業者が経営力向上のために行

う設備投資や人材確保等に要する経費に対して、鹿部町商工業振興事業補助金(以下「補

助金」という。)を交付することについて、鹿部町補助金等交付規則(昭和57年規則第8号)

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 事業者 中小企業基本法(昭和38年法律第154号)第2条第1項各号に定める中小企業

者、同条第5項に定める小規模企業者及び小規模企業振興基本法(平成26年法律第94号)

第2条第2項に定める小企業者で、町内に事務所又は事業所を有し、町内で事業を営む

ものをいう。 

(2) 商工会 商工会法(昭和35年法律第89号)の規定に基づく商工会であって、町内に事

務所を有するものをいう。 

(3) 事業用施設 事業者が事業の用に供する資産のうち、所得税法施行令(昭和40年政令

第96号)第6条第1号及び第2号に掲げるものをいう。 

(4) 事業用備品 事業者が事業の用に供する資産のうち、所得税法施行令第6条第3号か

ら第7号までに掲げるものをいう。 

(5) 従業員宿舎 雇用者(外国人技能実習生を含む。)が恒常的に居住するために使用する

施設をいう。 

(6) 新設 町内に事業用施設を有しない者が、新たに事業用施設を設置する場合又は町

内に事業用施設を有する者が、新たな事業用施設を増設する場合をいう。 

(7) 移転 町内に事業用施設を有する者が、事業用施設について、従来の施設を廃止し、

町内の他の場所に事業用施設を設ける場合をいう。 

(8) 増改築 町内に事業用施設を有する者が、既存の事業用施設について、増改築(改修

を含む)する場合をいう。 

(9) 常用労働者 雇用期間の定めのない雇用であって、1週間の所定労働時間が、事業者

に雇用されている正規雇用者の労働時間と同一である者で、雇用保険法(昭和49年法律
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第116号)に規定する被保険者をいう。 

(補助対象者) 

第3条 補助の対象となる者(以下「補助対象者」という。)は、次の各号の全てに該当する

ものとする。 

(1) 商工会の会員である事業者 

(2) 事業を営むに当たり、必要な許認可を受けている者 

(3) 鹿部町特定滞納者等に対する制限措置に関する条例(令和2年条例第6号。)に規定する

特定滞納者等に該当しない者 

(4) その他町長が認める者 

(補助対象事業) 

第4条 町長は、次の各号に掲げる補助対象事業を行う補助対象者に対して、予算の範囲内

において補助金を交付することができる。 

(1) 設備投資事業 

(2) 人材確保事業 

(3) 災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第2条第1号に規定する災害及び社会的・経済

的環境変化等により、緊急的に対応するために必要とするもの。 

2 前項に規定する補助対象事業の補助対象経費、交付額及び交付回数は、別表1のとおり

とする。 

3 補助金の交付額に、1,000円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるものと

する。 

4 補助金の交付額は、第2項の規定による交付額を基本とするが、事業用施設及び従業員

宿舎の工事を行う者又は事業用備品の購入先が町内の事業者である場合は、算出された交

付額の2割増しとする。ただし、限度額は、2割増しとしない。 

5 第1項第3号に係る事業については、その都度、必要な事業を精査し、適当と認めたもの

に対し、町長の承認により交付額を決定する。 

(設備投資事業の補助対象基準等) 

第5条 事業用備品のうち補助対象経費となる車両は、次の各号のいずれにも該当するもの

とする。 

(1) 専ら事業に使用するもの(フォークリフト、ダンプカー、トラック、クレーン車、油

圧ショベル、ブルドーザ、タンク車、し尿収集車、トラックミキサー、軽トラック、ワ

ゴン車、観光バス、介護タクシー等) 
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(2) 車体に、事業名、補助年度及び補助金名称を表示することに同意できるもの 

2 前項に規定する車両で、業務上設置しなくても支障を来さない附属品(カーナビ、リアカ

メラ等)購入費は補助対象外とする。 

3 事業用備品で汎用性があり目的外使用になり得るものは補助対象経費とはならない。 

4 補助金の交付を決定する前に発注、購入、契約等を行ったものは補助対象経費とはなら

ない。 

5 事業用施設と住宅等が併用となっている場合は、対象事業部分と非対象事業部分を見積

書等で区分しなければならない。ただし、区分することが困難な場合は、延べ床面積をも

って按分するものとする。 

(人材確保事業の補助対象基準等) 

第6条 補助対象経費となる常用労働者(以下「対象労働者」という。)は、次の各号のいず

れにも該当する者とする。 

(1) 町内に住所を有する者 

(2) 過去3年間に事業者又は事業者の親会社、子会社若しくは関連会社に雇用されていな

い者 

(3) 事業者(法人にあっては、その役員)と2親等以内の親族でない者 

2 補助金の交付を受けることができる事業者は、次の各号のいずれの要件も満たす者とす

る。 

(1) 雇用を拡大したことにより、町内の事業所において、新たに対象労働者を雇い入れ、

12月以上継続して雇用していること。 

(2) 対象労働者を雇用した日の総常用労働者数が、対象労働者を雇用した日の前日から

起算して12月前の間における最大常用労働者数(以下この条において「最大常用労働者

数」という。)を上回っていること。 

(3) 対象労働者を雇用後12月の間における総常用労働者数が、最大常用労働者数を超え

ていること。 

(補助金の交付申請等) 

第7条 補助対象者が前2条に規定する補助金の交付を受けようとするときは、補助対象事

業に着手する前に、補助金交付申請書(様式第1号)に、別表2に掲げる書類を添付して町長

に申請しなければならない。 

2 町長は、前項の規定による申請があった場合は、町長が別に定める事業評価の結果によ

り適当と認めるときは、補助金の交付を決定し、当該決定を受けた者(以下「交付決定者」
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という。)に対して、補助金交付決定通知書(様式第2号)により通知するものとする。 

(計画変更の承認) 

第8条 交付決定者は、補助対象事業の計画に変更が生じたときは、速やかに補助事業計画

変更承認申請書(様式第3号)に、変更の内容が分かる書類を添付して町長に提出し、その

承認を受けなければならない。 

(中止の承認) 

第9条 交付決定者は、やむを得ない理由により補助対象事業を中止しようとするときは、

速やかに補助事業中止申請書(様式第4号)を町長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

(実績報告) 

第10条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、補助事業実績報告書(様式第5号)

に別表3に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。 

(補助金の額の確定) 

第11条 町長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を精査し、適当と認め

るときは、交付すべき補助金の額を確定し、交付決定者に対して、補助金確定通知書(様

式第6号)により通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第12条 交付決定者は当該年度末日までに、前条に規定する補助金確定通知書の写しを添

えて、町長に補助金の請求をしなければならない。 

(補助金の取消し等) 

第13条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金交

付の決定を取り消し、既に補助金が交付されているときは、期間を定めてその返還を命ず

るものとし、交付決定者は速やかに返還しなければならない。この場合の返還率は別表4

のとおりとする。 

(1) 詐欺若しくは不正の行為により補助を受け、又は受けようとしたとき。 

(2) 補助金の交付決定後5年を経過する前に許可なく営業を停止したとき(やむを得ない

事情によるものを除く。)。 

(3) 補助金の交付決定後5年を経過する前に許可なく補助対象の事業用施設及び事業用

備品を転貸、移転、譲渡、又は廃棄したとき。 

(実施状況等の報告及び調査) 

第14条 町長は、交付決定者に対して、補助金を交付決定した日から5年間、補助対象事業
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に係る事業の実施状況、雇用状況等について報告を求め、又は調査することができる。 

(その他) 

第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則   

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

別表1(第4条関係) 

補助対象事業 補助対象経費 交付額 交付回数 

設備投資事業 事業用施設及び従業員宿舎の

新設、移転及び増改築に関する

経費。ただし、当該経費20万円

以上のものを対象とする。 

当該経費の2分の1以内の

額。ただし、新設及び移

転は300万円、増改築は

200万円を限度とする。 

年度内、1回限り

とする。 

事業用施設及び従業員宿舎の

新設、移転及び増改築に伴い、

同一年度中に既存施設を解体

する経費。ただし、当該経費20

万円以上のものを対象とする。 

当該経費の2分の1以内の

額。ただし、60万円を限

度とする。 

事業用備品の購入に関する経

費。ただし、当該経費10万円以

上のものを対象とする。 

当該経費の2分の1以内の

額。ただし、100万円を限

度とする。 

国等の法令等の制定又は改正

によって義務化された事業用

施設及び従業員宿舎の新設、移

転及び増改築に関する経費。た

だし、当該経費20万円以上のも

のを対象とする。 

当該経費の3分の2以内の

額。ただし、新設及び移

転は300万円、増改築は

200万円を限度とする。 

国等の法令等の制定又は改正

によって義務化された事業用

備品の購入に関する経費。ただ

し、1品単価10万円以上のもの

を対象とする。 

当該経費の3分の2以内の

額。ただし、100万円を限

度とする。 
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人材確保事業 町内における雇用の場の確保

及び拡大を図るため、新たに常

用労働者を雇い入れ、雇用数を

増やすために必要な経費 

対象常用労働者1人につ

き25万円。ただし、1補助

対象者につき常用労働者

2人を限度とする。なお、

公共職業安定所を介して

雇い入れた場合において

は、常用労働者1人につき

30万円とし、1補助対象者

につき対象勤労者2人を

限度とする。 

対象労働者1人

につき1回限り

とする。 

別表2(第7条関係) 

補助対象事業 書類 

設備投資事業 (1) 当該事業用施設の概要(建物平面図、設備配置図、施

設配置図及び位置図) 

(2) 建築基準法(昭和25年法律第201号)第6条第1項の規定

による確認済証の複写 

(3) 補助対象経費が確認できる見積書等の複写 

(4) 法人登記事項証明書及び定款の複写(個人事業主の場

合は、開業・廃業等届出書又は町内において開業してい

ることが確認できる資料の複写) 

(5) 直近の確定申告書の複写 

(6) 鹿部商工会の会員であることの証明 

(7) 補助金交付申請に係る会計期間より前の2会計期間に

係る損益計算書の複写 

(8) 事業を営むに当たり、必要な許認可を受けていること

を証明する資料の複写 

(9) 事業計画書（事業目標、現状分析、優位性、仕入・販

売・集客、事業実施体制、資金調達、事業収支等を記載

した計画書） 

(10) その他町長が必要と認める書類 

人材確保事業 (1) 対象労働者の雇用契約書の複写 
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(2) 対象労働者の雇用保険被保険者証の複写 

(3) 対象労働者の住民票の複写 

(4) 対象労働者が中小企業者の2親等以内の親族ではない

ことの申出書 

(5) 対象労働者の過去3年間の職歴を証明できるもの 

(6) 対象労働者を雇用した日の総常用労働者数を証明す

る名簿 

(7) 対象労働者を雇用した日前1年間のうちの最大常用労

働者数を証明する名簿 

(8) 対象労働者を雇用した日以降1年間のうちの最大常用

労働者数を証明する名簿 

(9) 最大常用労働者数を証明する名簿に記載している雇

用者全員の雇用保険被保険者資格喪失届(氏名変更届)の

複写及び雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の複

写 

(10) 法人登記事項証明書及び定款の複写(個人事業主の

場合は、開業・廃業等届出書又は町内において開業して

いることが確認できる資料の複写) 

(11) 鹿部商工会の会員であることの証明 

(12) 補助金交付申請に係る会計期間より前の2会計期間

に係る損益計算書の複写 

(13) 公共職業安定所を介して雇入れを行ったことを証明

する書類(求人票の複写等) 

(14) 事業を営むに当たり、必要な許認可を受けているこ

とを証明する資料の複写 

(15) 事業計画書（事業目標、現状分析、優位性、仕入・

販売・集客、事業実施体制、資金調達、事業収支等を記

載した計画書） 

(16) その他町長が必要と認める書類 

別表3(第10条関係) 

補助対象事業 書類 
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設備投資事業 (1) 発注書又は契約書の複写 

(2) 納品書の複写 

(3) 請求書の複写 

(4) 支払が確認できる銀行振込受領書又は領収書の複写 

(5) 事業用施設又は事業用備品の完了(納品)写真 

(6) その他町長が必要と認める書類 

人材確保事業 町長が必要と認める書類 

別表4(第13条関係) 

区分 期間 返還割合 

1号該当 交付決定した日から10年以内 100／100 

2号及び3号該当 交付決定した日から3年未満 100／100 

交付決定した日から3年以上4年未満 80／100 

交付決定した日から4年以上5年未満 50／100 
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様式第１号の 1（第７条関係） 

 

補助金交付申請書（設備投資事業） 

年  月  日 

鹿部町長           様 

 住所 

                     氏名               ○印 

 

 鹿部町商工業振興事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、下記のとおり補助

金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 設備投資の区分 ア 事業用施設及び従業員宿舎（新設・移転・増改築） 

イ 既存の事業用施設及び従業員宿舎の解体 

ウ 事業用備品の購入 

エ 法令等の制定又は改正に伴う事業用施設及び従 

業員宿舎（新設・移転・増改築） 

オ 法令等の制定又は改正に伴う事業用備品の購入 

２ 設備投資の目的  

 

３ 設備投資により見込まれ

る効果 

 

 

４ 事業着手及び完了予定日   年  月  日から   年  月  日まで 

５ 総事業費 金         円 

６ 総事業費のうち、補助対

象経費 

金         円 

７ 補助金交付申請額 金         円 

８ 常時雇用従業員数           人 

９ 資本金 金         円 

 

【添付書類】 

(1) 当該事業用施設の概要(建物平面図、設備配置図、施設配置図及び位置図) 

(2) 建築基準法(昭和25年法律第201号)第6条第1項の規定による確認済証の複写 

(3) 補助対象経費が確認できる見積書等の複写 

(4) 法人登記事項証明書及び定款の複写(個人事業主の場合は、開業・廃業等届出書又は町内
において開業していることが確認できる資料の複写) 

(5) 直近の確定申告書の複写 

(6) 鹿部商工会の会員であることの証明 

(7) 補助金交付申請に係る会計期間より前の2会計期間に係る損益計算書の複写 

(8) 事業を営むに当たり、必要な許認可を受けていることを証明する資料の複写 

(9) 事業計画書（事業目標、現状分析、優位性、仕入・販売・集客、事業実施体制、資金調
達、事業収支等を記載した計画書） 

(10) その他町長が必要と認める書類 



10/9 

様式第１号の2（第７条関係） 

 

補助金交付申請書（人材確保事業） 

年  月  日 

 

鹿部町長           様 

 住所 

                     氏名               ○印 

 

 鹿部町商工業振興事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、下記のとおり補助

金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 

従
業
員
の
雇
用
状
況 

対象労働者（新規雇用者）数 人 

雇用年月日 年  月  日 

上記雇用日における総常用労働者

数【①】 

人 

雇用日前１年間の内の最大常用労

働者数【②】 

人 

（ 年 月 日～ 年 月 日） 

雇用日以降１年間の内の最大常用

労働者数【③】 

人 

（ 年 月 日～ 年 月 日） 

増加した常用労働者数【①－②】 人 

２ 人材確保により見込まれる効果  

３ 公共職業安定所を介する雇入れの実

施 

実施した  ・   実施していない 

４ 総事業費  

５ 総事業費のうち、補助対象経費 金           円 

６ 補助金交付申請額 金           円 

７ 資本金 金           円 

 

【添付書類】 

(1) 対象労働者の雇用契約書の複写 

(2) 対象労働者の雇用保険被保険者証の複写 

(3) 対象労働者の住民票の複写 

(4) 対象労働者が中小企業者の2親等以内の親族ではないことの申出書 

(5) 対象労働者の過去3年間の職歴を証明できるもの 

(6) 対象労働者を雇用した日の総常用労働者数を証明する名簿 

(7) 対象労働者を雇用した日前1年間のうちの最大常用労働者数を証明する名簿 

(8) 対象労働者を雇用した日以降1年間のうちの最大常用労働者数を証明する名簿 

(9) 最大常用労働者数を証明する名簿に記載している雇用者全員の雇用保険被保険者資

格喪失届(氏名変更届)の複写及び雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の複写 

(10) 法人登記事項証明書及び定款の複写(個人事業主の場合は、開業・廃業等届出書又
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は町内において開業していることが確認できる資料の複写) 

(11) 鹿部商工会の会員であることの証明 

(12) 補助金交付申請に係る会計期間より前の2会計期間に係る損益計算書の複写 

(13) 公共職業安定所を介して雇入れを行ったことを証明する書類(求人票の複写等) 

(14) 事業を営むに当たり、必要な許認可を受けていることを証明する資料の複写 

(15) 事業計画書（事業目標、現状分析、優位性、仕入・販売・集客、事業実施体制、資

金調達、事業収支等を記載した計画書） 

(16) その他町長が必要と認める書類 
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様式第２号（第７条関係） 

 

補助金交付決定通知書 

 

年  月  日 

 

           様 

 

鹿部町長         印   

 

  年  月  日付けで交付申請のありました鹿部町商工業振興事業補助金について、

下記のとおり交付することを決定しましたので、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 補助対象事業 □ 設備投資事業 

□ 人材確保事業 

□ その他（                 ） 

２ 補助対象経費 金         円  ※ 設備投資事業のみ記入 

３ 補助金交付決定額 金         円 
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様式第３号（第８条関係） 

 

補助事業計画変更承認申請書 

 

年  月  日 

 

鹿部町長           様 

 

 住所 

                     氏名               ○印  

 

  年 月 日付けで補助金の交付決定となりました事業について、下記のとおり計画

内容を変更したいので、鹿部町商工業振興事業補助金交付要綱第８条の規定により、関

係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助対象事業 □ 設備投資事業 

□ 人材確保事業 

□ その他（                 ） 

２ 変更の理由  

 

 

 

３ 変更の内容  

 

 

 

 

 

 

※ 補助事業計画の変更の内容が分かる書類を添付すること 
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様式第４号（第９条関係） 

 

補助事業中止申請書 

 

年  月  日 

 

鹿部町長           様 

 

 住所 

                     氏名               ○印  

 

  年 月 日付けで補助金の交付決定となりました事業について、下記のとおり事業

を中止したいので、鹿部町商工業振興事業補助金交付要綱第９条の規定により、関係書

類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助対象事業 □ 設備投資事業 

□ 人材確保事業 

□ その他（                 ） 

２ 中止の理由  
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様式第６号（第１１条関係） 

 

補助金確定通知書 

 

年  月  日 

 

           様 

 

鹿部町長            印 

 

 年 月 日付けで報告のありました事業については、鹿部町商工業振興事業補助金

交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり交付することを決定しましたので、通知

します。 

 

記 

 

１ 補助対象事業 □ 設備投資事業 

□ 人材確保事業 

□ その他（                 ） 

２ 補助対象経費 金         円  ※ 設備投資事業のみ記入 

３ 補助金交付確定額 金         円 
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